
相模原市高齢・障害者施設等物価高騰対策支援金給付要綱 

 

(目的) 

第１条 この要綱は、光熱費や食材料費等の原油価格・物価高騰の影響を受ける高

齢・障害者施設等の事業継続に向けた支援を目的として、相模原市高齢・障害者

施設等物価高騰対策支援金(以下「支援金」という。)を給付することについて、

必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）高齢・障害者施設等 介護保険法(平成９年法律第１２３号)、老人福祉法(昭

和３８年法律第１３３号)、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律(平成１７年法律第１２３号)及び児童福祉法(昭和２２年法律第

１６４号)の規定に基づき、本市の指定等を受けて事業等を運営している施設

等をいう。 

（２）給付対象サービス 高齢・障害者施設等であって、別表１において給付対象

サービスとして定める事業等を運営する施設等をいう。 

（３）受給者 第８条第２項の規定により支援金の給付を受けた者をいう。 

(給付対象事業) 

第３条 支援金の給付対象となる事業(以下「給付対象事業」という。)は、給付対

象サービスであって次の各号のいずれの要件も満たすものとする。 

（１）市内において運営していること。 

（２）令和７年１月１日以前に本市の指定等を受け、本市が届出を受理し、又は本

市からの補助により実施していること。 

（３）申請日時点で休止(届出を行わない事実上の休止を含む。以下同じ)又は廃止

(届出を行わない事実上の廃止を含む。)をしていないこと。 

（４）地方公共団体により運営（指定管理者制度による委託を含む。）していない

こと。ただし、本市が委託（指定管理者制度によるものを除く。）により運営

している高齢・障害者施設等を除く。 

（５）介護保険法第７１条第１項の規定により、指定居宅サービス事業者とみなさ

れる、健康保険法第６３条第３項第１号の規定による保健医療機関により行わ



れる訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーションにあって

は、次のア～ウのいずれかに該当するものであること。 

ア 令和５年１月から１２月までの間における介護報酬受領額が１００万円を

超えるもの 

イ 令和６年１月サービス提供分を含む直近１２か月における介護報酬受領額

が１００万円を超えるもの 

ウ 申請日において、開設後の営業月数が１２か月に満たない保険医療機関に

あっては、令和５年１月以降に受領した介護報酬受領額の合計を営業月数で

除し、これに１２を乗じて得た額が１００万円を超えるもの 

(給付対象者) 

第４条 支援金の給付対象となる者は、前条に規定する給付対象事業を運営する法

人又は個人とする。 

(支援金の額) 

第５条 支援金の額は、予算の範囲内において、別表１に定めるところにより算出

した額とする。 

(申請受付開始日及び申請期限) 

第６条 支援金の申請受付開始日は令和７年７月１０日とする。 

２ 申請期限は、令和７年８月８日とする。ただし、市長が特に認めた場合は、こ

の限りでない。 

(給付の申請) 

第７条 支援金の給付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、申請に当

たり、別表２に掲げる項目を明示し、かつ、次に掲げる書類を市長に提出しなけ

ればならない。 

（１）給付対象サービスの令和７年１月サービス提供分以降であって直近の介護給

付費等支払決定額通知書の写し又は障害福祉サービス費等支払決定額通知書の

写し等、事業を継続して実施していることを確認できる書類 

（２）第３条第１項第５号に該当することを確認できる書類 

（３）預金通帳の写し等、支援金の受取口座を確認できる書類 

２ 前項の申請は、電磁的方法により行うものとする。 

３ 申請者は、第１項の申請を行うに当たり、別表３に掲げる項目を誓約するもの

とする。 



４ 申請者が複数の給付対象事業を運営する場合は、一括して申請を行うことがで

きるものとする。 

(給付の決定及び支援金の給付) 

第８条 市長は、前条の申請を受理したときは、速やかに内容を審査するものとす

る。 

２ 市長は、前項の審査の結果、支援金の給付を決定したときは、給付決定通知書

(第１号様式)により、申請者に通知するものとし、前条の申請において指定され

た受取口座への振込みにより、支援金を給付するものとする。 

(不給付の決定) 

第９条 市長は、前条第１項に規定する審査の結果、支援金の不給付を決定したと

きは、不給付決定通知書(第２号様式)により、申請者に通知するものとする。 

(給付の取消し) 

第１０条 市長は、受給者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、支援

金の給付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）第３条各号に掲げる要件を満たさなくなったとき。 

（２）虚偽その他不正の手段により給付の決定を受けたとき。 

（３）第７条第３項に掲げる誓約を行った項目に反したとき。 

（４）その他市長が不適正と認めたとき。 

２ 市長は、前項又は第１２条第２項の規定により支援金の給付を取り消したとき

は、給付決定取消通知書(第３号様式)により、その理由を示して受給者に通知す

るものとする。 

(支援金の返還) 

第１１条 市長は、前条第１項又は次条第２項の規定により支援金の給付の決定を

取り消した場合において、取消しに係る部分について既に支援金が給付されてい

るときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

(暴力団排除) 

第１２条 市長は、相模原市暴力団排除条例(平成２３年相模原市条例第３１号)第

８条の規定に基づき、支援金の給付が暴力団(同条例第２条第２号に規定する暴

力団をいう。以下同じ。)の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することのない

よう、受給者が暴力団に該当するか否かの神奈川県警察本部への照会その他の必

要な措置を講ずることができる。 



２ 市長は、前項の措置を講じた結果、支援金の給付が暴力団の活動を助長し、又

は暴力団の運営に資することとなると認めるときは、支援金の給付の決定の全部

又は一部を取り消すものとする。 

(報告及び調査) 

第１３条 市長は、支援金の適正な支給のため必要があるときは、受給者に給付対

象事業に関する報告を求め、又は職員を受給者の事務所、事業所等に赴かせ、給

付対象事業に係る帳簿書類その他の物件を調査させ、若しくは関係者に質問させ

ることができる。 

(書類の整備等) 

第１４条 受給者は、給付対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整備

し、５年間保管しておかなければならない。 

(委託) 

第１５条 市長は、第７条に規定する申請の受付及び第８条第１項に規定する審査

について、委託により実施できるものとする。 

(その他) 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、支援金の給付について必要な事項は、市

長が別に定める。 

  附 則 

１ この要綱は、令和７年１月８日から施行する。 

 

２ この要綱は、令和７年７月１０日から施行する。 

 

３ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

  



別表１(第２条第２号関係) 

区分 給付対象サービス 給付金額 

１ (高齢者施設等・入所施設等) 

ア 介護医療院 

イ 介護老人福祉施設 

ウ 養護老人ホーム 

エ 介護老人保健施設 

オ 認知症対応型共同生活介護 

カ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

キ 短期入所生活介護(空床型を除く。) 

ク 特定施設入居者生活介護 

ケ 軽費老人ホーム 

令和７年１月１日時

点における定員に２

２，０００円を乗じ

て得た額 

２ (高齢者施設等・大規模通所系サービス等) 

ア 通所介護 

イ 通所介護相当サービス 

ウ 生活支援通所型サービス 

エ 通所リハビリテーション 

オ 小規模多機能型居宅介護 

カ 看護小規模多機能型居宅介護(複合型サービス) 

１３０，０００円 

３ (高齢者施設等・小規模通所系サービス等) 

ア 地域密着型通所介護 

イ 認知症対応型通所介護 

ウ 訪問入浴介護 

８０，０００円 

４ (高齢者施設等・訪問系サービス等) 

ア 訪問介護 

イ 訪問介護相当サービス 

ウ 生活支援訪問型サービス 

エ 訪問看護 

オ 訪問リハビリテーション 

カ 福祉用具貸与 

キ 夜間対応型訪問介護 

５０，０００円 



ク 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

ケ 居宅介護支援 

コ 介護予防支援 

５ (障害者施設等・入所施設等) 

ア 施設入所支援 

イ 福祉型障害児入所施設 

ウ 共同生活援助 

エ 短期入所(空床型を除く。) 

令和７年１月１日時

点における定員に 

２２，０００円を乗

じて得た額 

６ (障害者施設等・通所系サービス等) 

ア 生活介護 

イ 自立訓練(生活訓練) 

ウ 自立訓練(機能訓練) 

エ 就労移行支援 

オ 就労継続支援Ａ型 

カ 就労継続支援Ｂ型 

キ 就労定着支援 

ク 児童発達支援 

ケ 放課後等デイサービス 

コ 地域活動支援センター 

サ 障害者一時ケア事業 

シ 日中短期入所事業 

８０，０００円 

７ (障害者施設等・訪問系サービス等) 

ア 計画相談支援 

イ 地域移行支援 

ウ 地域定着支援 

エ 障害児相談支援 

オ 居宅介護 

カ 重度訪問介護 

キ 同行援護 

ク 行動援護 

ケ 自立生活援助 

５０，０００円 



コ 居宅訪問型児童発達支援 

サ 保育所等訪問支援 

シ 移動支援事業 

備考 

１ 第５条に規定する支援金の額の算出については、次のとおり取り扱うものと

する。 

（１）複数の給付対象サービスを運営している場合は、それぞれの給付対象サー

ビスの給付金額を加えて給付することができる。 

（２）前号の規定に関わらず、同一建物内において、複数の給付対象サービスを

運営する場合は、次に掲げる算出方法により給付する。 

ア 介護サービス及び介護予防サービスの両方の指定を受けている場合は、介護

サービスのみ給付する。 

イ 通所介護、通所介護相当サービス及び生活支援通所型サービスについて、複

数の指定を受けている場合は、通所介護又は通所介護相当サービスのみ給付す

る。 

ウ 地域密着型通所介護及び通所介護相当サービス又は生活支援通所型サービ

スについて指定を受けている場合は、地域密着型通所介護のみ給付する。 

エ 訪問介護、訪問介護相当サービス及び生活支援訪問型サービスについて、複

数の指定を受けている場合は、訪問介護又は訪問介護相当サービスのみ給付す

る。 

オ 区分５から７までについて、同一区分の給付対象サービスの指定等を受けて

いる場合は、一つの給付対象サービスのみ給付する。ただし、区分５の短期入

所(空床型を除く。)については、この限りでない。 

カ 区分６及び２、３の給付対象サービスの指定を受けている場合は、区分２、

３の給付対象サービスのみ給付する。ただし、区分２、３の給付対象サービス

が第３条各号に掲げる要件を満たしていない場合に限り、区分６の給付対象サ

ービスに給付する。 

キ 区分４及び７の給付対象サービスの指定を受けている場合は、区分４の給付

対象サービスのみ給付する。ただし、区分４の給付対象サービスが第３条各号

に掲げる要件を満たしていない場合に限り、区分７の給付対象サービスに給付

する。 



（３）高齢者施設等の給付対象サービスについては、介護予防サービス及び共生

型サービス(共生型居宅サービス及び共生型地域密着型サービス並びに共生型

介護予防サービスをいう。)を含む。 

（４）短期入所生活介護の空床型とは、介護老人福祉施設であって、その全部又

は一部が入所者に利用されていない居室を利用して行う短期入所生活介護を

いう。 

（５）障害者施設等の給付対象サービスには、施設入所支援の昼間サービスとし

て運営している区分６の給付対象サービスは含まない。 

（６）短期入所の空床型とは、障害者支援施設等であって、その全部又は一部が

入所者に利用されていない居室を利用して行う短期入所をいう。 

（７）障害者施設等の給付対象サービスについては、共生型障害福祉サービスを

含む。 

 

別表２(第７条第１項関係) 

第７条第１項に規定する項目は、次のとおりとする。ただし、第９号は、別表

１の区分１又は５の場合に限る。 

（１）申請者名 

（２）申請者所在地 

（３）代表者職、氏名 

（４）申請金額（給付金額の合計） 

（５）申請区分 

（６）事業所番号 

（７）事業所名 

（８）サービス種別 

（９）定員 

（１０）給付金額 

（１１）金融機関コード 

（１２）金融機関名 

（１３）支店コード 

（１４）支店名 

（１５）預金種別 



（１６）口座番号 

（１７）口座名義（カナ） 

（１８）担当者名 

（１９）電話番号 

（２０）メールアドレス 

 

別表３(第７条第３項関係) 

第７条第３項に規定する項目は、次のとおりとする。 

１ 第７条第１項及び第２項に基づく申請に、虚偽の記載はありません。給付後

に、虚偽・錯誤等により次の各号のいずれかに該当することが判明した場合は、

給付された支援金の返還に応じます。 

（１）第３条各号に掲げる要件を満たさなくなったとき。 

（２）虚偽その他不正の手段により給付の決定を受けたとき。 

（３）この誓約した事項に違反したとき。 

（４）本支援金の給付が相模原市暴力団排除条例(平成２３年相模原市条例第３１

号)第２条第２号に規定する暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資するこ

ととなると認めたとき。 

（５）その他市長が不適正と認めたとき。 

２ 相模原市暴力団排除条例第２条第５号に規定する暴力団経営支配法人等に該

当していません。 

３ 本支援金の給付を受けた者が、相模原市暴力団排除条例第２条第２号から第

５号までに規定する暴力団等に該当するか否かの神奈川県警察本部への照会その

他の必要な措置を講ずることについて同意します。 

４ 申請書類の内容を審査するため、必要に応じて本市又は他の地方公共団体が

保有する介護給付費及び訓練等給付費等の請求情報を利用することに同意しま

す。 

  



第１号様式(第８条関係) 

給付決定通知書 

 

相模原市指令（福基）第   号 

所 在 地           

申請人 名 称           

代表者氏名           

 

令和 年 月 日付申請については、次のとおり決定したので、相模原市高

齢・障害者施設等物価高騰対策支援金給付要綱第８条第２項の規定により通知す

る。 

 

令和 年 月 日 

相模原市長 本村 賢太郎 

 

１ 支援金の名称 相模原市高齢・障害者施設等物価高騰対策支援金 

２ 給付金額 ￥      円 

３ 給付条件 

（１）相模原市高齢・障害者施設等物価高騰対策支援金給付

要綱(以下「要綱」という。)を遵守すること。 

（２）要綱第１０条の規定に基づき、支援金の給付の決定の

全部又は一部を取り消す場合があります。 

（３）要綱第１４条の規定に基づき、給付対象事業に係る収

入及び支出を明らかにした帳簿を整備し、５年間保管する

こと。 

４ 給付時期等 
給付決定通知後、速やかに指定された受取口座への振込みに

より、支援金を給付するものとする。 

 



第２号様式(第９条関係) 

不給付決定通知書 

 

相模原市指令（福基）第   号 

所 在 地           

申請人 名 称           

代表者氏名           

 

令和 年 月 日付申請については、不給付とすることを決定したので、相模

原市高齢・障害者施設等物価高騰対策支援金給付要綱第９条の規定により通知す

る。 

 

令和 年 月 日 

相模原市長 本村 賢太郎 

 

１ 支援金の名称 相模原市高齢・障害者施設等物価高騰対策支援金 

２ 不給付の理由  

  



第３号様式(第１０条関係) 

給付決定取消通知書 

 

相模原市指令（福基）第   号 

所 在 地           

申請人 名 称           

代表者氏名           

 

令和 年 月 日相模原市指令（福基）第 号により給付決定した支援金につ

いては、次のとおり取消したので、相模原市高齢・障害者施設等物価高騰対策支

援金給付要綱第１０条第２項の規定により通知する。 

 

令和 年 月 日 

相模原市長 本村 賢太郎 

 

１ 支援金の名称 相模原市高齢・障害者施設等物価高騰対策支援金 

２ 取消内容  

３ 取消理由  

 


